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１．はじめに

　かつては政治の不安定や経済の低迷から「アジア
の病人」とまで評されたフィリピンは、近年では

（新型コロナウイルス禍の影響を除くと）東南アジ
ア各国の中でも比較的高い経済成長を見せている。
1億人を超える人口を有し、平均年齢も20代半ばと
若く、今後も長期的に生産年齢人口の増加が続くこ
とが見込まれており、将来における経済成長の素地
という点でもフィリピンは魅力的であるように思え
る。投資環境についてみても、例えばドゥテルテ前
大 統 領 時 代 に は、 ビ ジ ネ ス 環 境 の 整 備 や 外 資

（FDI）の誘致のための規制緩和が重点的な課題と
して掲げられ、そのための諸政策が積極的に進めら
れてきた。法律の例を挙げると、2019年には約40
年ぶりに会社法の大改正が行われ、コーポレートガ
バナンスの強化が図られる一方で、会社設立、運営
に関する負担は相当程度緩和された（例えば、取締
役が5名以上必要で、その過半数はフィリピン居住
者ではならないという、日系企業が現地子会社を設
立する際に負担の大きかった規制は撤廃された。）。
外資規制の緩和については、本稿のメインテーマと
して次各項で紹介したい。
　なお、ドゥテルテ政権は税制改革についても重点
的に取り組み、その一環として、法人所得税の減税
や各種投資優遇措置の合理化を主たる内容とする
Corporate Recovery and Tax Incentives for 
Enterprises Act（CREATE）が2021年4月に発効
している。紙幅の都合で本稿では詳細には立ち入ら
ないが、外国投資に対する税制面での優遇措置にも

大幅な改正が行われている。
　また、フィリピンでは、本年6月末にドゥテルテ
前大統領が6年の任期を満了し、マルコス氏が新大
統領に就任した。本稿執筆時点では、7月25日に行
われた施政方針演説をはじめとして、同大統領及び
その政権チームの政策アジェンダが徐々に明らかに
なりつつある段階であるが、施政方針演説におい
て、ドゥテルテ前大統領が推進した「ビルド・ビル
ド・ビルド」というキーフレーズに象徴される積極
的なインフラ投資の継続、拡大や、エネルギー調達
の安定、高速通信とデジタル化の促進等に触れられ
ている点は、フィリピンにおける今後の有望な投資
分野を考える上で興味深い。

２．2022年上半期の各種改正

　ところで、ドゥテルテ前大統領の任期が終盤に差
し掛かった今年の前半は、外資規制に関する重要度
の高い法改正が相次いだ。すなわち、1月に小売自
由化法が改正され、小売業における外資規制が大幅
に緩和された。そして、3月に公共サービス法が改
正され、外資規制の対象となる公共関連の事業が緩
和の方向で明確化された。また、（これはややマイ
ナーではあるが）3月に外国投資法が改正され、
フィリピン国内向け事業に外資が参入する際の最低
資本金額が通常の20万米ドルから10万米ドルに引
き下げられるための要件が若干緩和された（一定の
スタートアップの場合等の追加、従業員雇用に関す
る要件の緩和等）。また、ドゥテルテ前大統領は、
大統領退任の直前である6月27日付で、第12次ネ

フィリピン外資規制改正の潮流

NAGASHIMA OHNO & TSUNEMATSU SINGAPORE LLP
Partner
坂下　大
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ガティブリストに署名している。このネガティブリ
ストとは、フィリピンにおける外資規制の対象とな
る事業をリスト化したものであるところ、上記各種
改正による規制緩和を反映した内容となっている。
以下では、直近で行われた法改正の中でも特に重要
度が高いと筆者が考える、小売自由化法の改正と公
共サービス法の改正について紹介したい。

３．小売自由化法の改正

　フィリピンでは長らく小売業への外資参入が完全
に禁止されており、2000年に施行された小売自由
化法の下でも比較的厳しい外資規制が設けられてい
た。下記のとおり、参入のためには比較的高額の資
本金や投資額が求められ、また外国投資家自身がす
でに実績のある大規模な小売事業者である必要が
あったため、外国投資家がフィリピン小売業に進出
したり、その他フィリピン小売業への投資をしたり
することは至難の業であったというのが実態であ
る。本稿執筆時点では、（今回の改正前の制度の下）
2018年3月時点で所要の登録を受けていた外資小売
業者のリストがオンラインで閲覧可能であるとこ
ろ、これによると当時における外資小売業者の数は
わずか22であり、改正前の規制のハードルの高さ
を物語っている。同リストに列挙されている日系企
業の例としては、コンビニエンスストアや衣料品販
売チェーン等、著名な小売業者が数社みられる程度
である。このように厳しい外資規制の存在ゆえに、
フィリピン小売業への参入を検討しつつもこれを見
送ったり、フランチャイズやライセンス等の他の手
法を模索したりする外国投資家の例も見られたとこ
ろである。
　上記のとおり、外国投資家がフィリピンでの小売
業に参入するハードルは相当に高いものであったが、
外資誘致に積極的な姿勢を表明していたドゥテルテ
前大統領は、2017年の大統領通達（16号）において
小売業を含む8つの事業分野における外資規制の緩
和を早急に検討すべき旨の指示を関係当局に行う等、
小売業に関する外資規制の緩和を重要な政策課題の
1つとして位置付けていたように窺われる。このよう
な規制緩和の機運を受け、本年1月に、外資参入時

に求められる資本金や投資額の水準の引下げ、外国
投資家に求められる大規模実績要件の撤廃等、これ
までの高い参入障壁を大幅に緩和する内容の法改正
がなされるに至った。主な改正ポイントは以下のと
おりである。（なお、参考用に記載している円価は本
年9月初頭の為替レートによるものである。）

（１）払込資本金要件
　改正前は、払込資本金額が250万米ドル（約3億
5,000万円）未満の小売業は、外資による出資が一切
不可とされていた（払込資本金額が250万米ドル以上
であれば外資出資比率の制限はなかった。）。改正後
は、外資出資が可能となる上記払込資本金額の基準
値が2,500万ペソ（約6,200万円）に引き下げられた。

（２）投資額要件
　改正前は、外資出資の場合、ハイエンド品等に特
化する場合を除き、各店舗につき83万米ドル（約1
億1,600万円）の投資額（簡単にいうと建物や在庫
等を含む有形無形の資産の額）が必要とされてい
た。改正後は、この外資出資の場合に必要とされる
店舗あたり投資額が1,000万ペソ（約2,500万円）に
引き下げられた。

（３）株式公開義務
　改正前は、外資出資比率が80%を超える小売業者
は、事業開始から（事業開始後に外資出資比率が
80%を超えた場合は当該超過時からと解される。）8
年以内に、その株式の30％以上をフィリピン国内
市場において公開しなければならないとされていた
が、今回の改正によってかかる義務は撤廃された。

（４）フィリピン人の優先雇用
　これは改正前には特段規定されていなかったポイ
ントである。改正法により、「外資の出資を受けた
小売事業者による外国人の雇用にあたっては、当該
職務について適任、有能で働く意思のあるフィリピ
ン人が不存在であることを事前に確認すべき旨の雇
用法の規定が、憲法の定めるフィリピン人労働力優
先のポリシーを十分に踏まえて遵守されなければな
らない」ことが確認的に規定された。
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　改正前は、小売業に参入する外国投資家は、以下
の要件を充足する必要があるとされていた。
　�・純資産2億米ドル（約280億円）以上（ハイエン

ド品等に特化する者の場合は5,000万米ドル以上）
　�・フィリピン国外において5つ以上の店舗又はフ

ランチャイズを有するか、2,500万米ドル以上の
資本を有する店舗を1つ以上有する

　�・5年以上の小売業の実績
　�・フィリピン国民が小売業を行うことを認めてい

る国から投資を行う者である（いわゆる相互主義）
　改正後は、相互主義の点を除いて、上記の要件は
全て撤廃された。

（６）国内調達
　改正直前の時点では国内調達に関連する規定は不
存在であったが、改正法においては、外資の出資を
受けた小売事業者は、フィリピン産の在庫を保有す
ることが推奨される旨が規定されている。

４．公共サービス法の改正

　フィリピンでは、1987年憲法により、「公益事業」
（public utility）はフィリピン国民、あるいはフィリピ
ン国民が60%以上保有する（つまり外資40％以下の）
企業等のみが実施可能とされている。ここにいう

「公益事業」の意義に関する明文の規定はこれまで不
存在であったが、判例等をふまえ、結論としては公
共サービスの実施について定める公共サービス法の
対象たる「公共サービス」（public service）を意味す
るという解釈、運用が実務上行われてきた。そのた
め、結果的に広範囲の公共関連の事業に「外資40%
以下」の規制が及ぶと解されていたところである。
　改正法は、「公共サービス」と「公益事業」を概
念的に区別したうえ、「公共サービス」の一部に

「公益事業」が含まれると整理し、「公益事業」に該
当するもののみが「外資40％以下」の規制の対象
となることを明確化した。さらに、「公益事業」に
該当する事業を具体的に列挙してその範囲を明確化
した。具体的には以下のものが列挙されていれる。

　�・配電、送電
　�・石油、石油製品輸送パイプラインシステム
　�・水道パイプラインシステム、廃水パイプライン

システム（下水パイプラインシステムを含む。）
　�・港湾
　�・公共交通車両（Public Utility Vehicles: PUV）
　かかる改正の結果、「公共サービス」に該当する
事業であっても、上記「公益事業」に該当しないも
の、例えば通信（但し下記「重要インフラストラク
チャー」の箇所参照。)、運送（PUVを除く。）、鉄
道等の分野については、外資による100%参入が可
能になると解される。

　また、改正法では「重要インフラストラクチャー」
という概念が導入されている。「公共サービス」の
うち、フィリピンに不可欠でありその操業不能、損
傷が国家安全保障に悪影響を及ぼすシステム及び資
産を伴うもので、以下のものを含むとされている。
　�・通信（受動通信塔設備等、付加価値サービスを

除く。）
　�・不可欠なサービスとして大統領が指定するもの
　「重要インフラストラクチャー」に該当する事業
については、外国投資家の本国において当該事業に
係る同等の権利がフィリピン国民に認められている
場合には、外資100%での参入が可能とされている

（いわゆる相互主義）。かかる相互主義がない国から
の投資の場合は、外資は50%以下に制限される。
　また、外国政府等が支配する者による「公益事
業」、「重要インフラストラクチャー」への投資は禁
止されている。

執筆者氏名
坂下 大（さかした ゆたか）
経歴

　長島・大野・常松法律事務所パートナー（シンガポー
ル・オフィス）。弁護士（日本、シンガポール（FPC）、
米国カリフォルニア州）。シンガポールを拠点とし、東
南アジア各国におけるM&A、ジョイント・ベンチャー、
不動産開発その他種々の企業法務に関するアドバイスを
行っている。2006年慶應義塾大学法学部法律学科卒業、
2015 年 Duke University’s Fuqua School of 
Business卒業（MBA）。
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はじめに

　2020年から猛威を振るったコロナウイルス感染
症により、私たちの生活スタイルはこの2年間半で
大きく変化しました。ワークフロムホームやオンラ
イン会議が定着し、感染症に対する措置が落ち着い
た昨今でも移動手段、ライフスタイル、また通勤頻
度が変わったという方も多いかと存じます。更にコ
ロナ禍によりデリバリーサービスが躍進するなど

「人は動かず、モノが動く」時代となりました。
　交通業界にてMobility as a Service（“MaaS”）と
いう言葉が広く使われるようになったのは2015年
頃からでしたが、この2年間でさらにMaaSの「本
当の価値」が交通業界には問われるようになりまし
た。本寄稿にてはMaaSとはそもそも何なのか、な
ぜ必要とされているのか、さらに日本やシンガポー
ルの交通が目指す姿、最後に当社が提供するMaaS
についてご紹介いたします。

MaaSとは

　MaaSの定義には、狭義のMaaSと広義のMaaSが
あると言われます。狭義のMaaSとは、これまでの
既存の交通手段を統合し、一括して検索できること
で最適なルートを提案することを意味します。全て
の事業者が連携し、運行に関するデータを共有する
ことで、ユーザーは希望の目的地への複数の交通手
段を一括で検索して比較し、そのまま複数サービス
を一括予約することができ、事前決済も行えます。
また、実際に予約したサービスを利用する際にも従

来の紙のチケットは不要となり、電子チケットや
QRコードによる利用が行えます。従来は全て別の
サイトやアプリで行っていたことが一つのアプリで
行えるようになる、つまり狭義のMaaSとは、従来
交通手段ごとに行っていた検索⇒予約⇒決済という
プロセスを一つのアプリにて一元化、一括化するこ
とで、移動の利便性を向上させることを指します。
　広義のMaaSとは、IoTやAI、5G、クラウド、セ
ンサーといった新たなテクノロジーを活用し、誰も
が自由に移動できるこれまでにない移動サービスを
生み出すことを指します。例えば、個人同士の移動
ニーズをマッチングさせるカーシェアリング、個人
の移動を集約し最適化するオンデマンドなど、1人
ひとりの移動ニーズにフィットし、スマートシティ
のインフラとなる新しいモビリティサービス提供し、
ライフスタイルをリ・デザインすること、また持続
可能な社会を創ることが広義のMaaSと言えます。
　スウェーデンのチャルマース工科大学による研究
では、サービスの統合の範囲ごとにレベル0からレ
ベル4まで5段階のレベル分けを提唱しており、段
階的に進んでいくものとされています。1個別にサー
ビスを提供している状況を「無統合」としてレベル
0、次に各交通手段の利用料金や経路情報などを一
元化して、最適なルートを表示することを「交通情
報の統合」としてレベル1としています。最適な移
動手段を予約ができ、決済できる状態を「予約、決
済の統合」としてレベル2、交通事業者の垣根を超
えた移動サービスをサブスクリプション方式などの
料金体系で提供するのが「サービス提供の統合」と
してレベル3に、行政と連携して街の交通政策と一

ASEANと日本におけるMaaS（Mobility as a Service）
〜ラストマイル交通の可能性〜

WILLERS PTE LTD
Manager, Global Business Development
中馬　明日香
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環としての「政策の統合」がレベル4になります。

世界の主なMaaSプレイヤー

　それでは世界の主なMaaSプレイヤーについて簡
単にご紹介させて頂きます。先ずはMaaSアプリを
世界で初めてローンチしたフィンランドMaaS 
Global社のWhimです。行政主導による取り組みと
して、ヘルシンキにおける国営の交通機関を軸とし
市内の公共交通を統合することで利便性を高め、自
家用車から公共交通の利用へと切り替えることに成
功したモデルです。コロナ禍の21年にも順調に資
金調達を実施し世界展開を進めています。2

　次に米国発のUBERですが「ライドシェア」と
いう概念を新しく作り、アプリのプラットフォーム
を通じて、自家用車の所有者と自動車に乗りたい人
をマッチングし、車を保有する一般人がドライバー
として収入を得られること、またユーザーが安全に
リーズナブルな価格で利用することを可能としまし
た。現在72か国で展開し、物流等にもサービスの
幅を広げております。
　UBERと同様のコンセプトのASEANのアプリとし
ては、タクシー配車サービスからスタートしたGrab
が事業を交通からペイメント、フードデリバリー、日
用品のデリバリーまで多角化し8か国で展開していま
す。特にペイメントに関して独自の「Grab Pay」を

展開し、一部店舗でもQR決済を可能とし、さまざま
な生活サービスへと事業領域を広げています。3移動
をサービスに変える第4次産業革命において、オンデ
マンドモビリティサービス（ライドヘイリング、タク
シー、カーシェア等）市場は2029年には約7750億円
市場になると予想されます。4

社会課題解決のための日本型MaaS

　ASEANでは交通渋滞や事故、環境汚染などの社
会課題が深刻化していることから各国がEV化や公
共交通分担率の向上を打ち出しています。特に日本
やシンガポールにては深刻な少子高齢化、また高齢
化に伴う運転手の不足も顕著に見られ、地方の公共
交通の充足に大きな影響を及ぼしております。更に
日本は、郊外にお住まいの免許返納後の高齢者の方
の日々の交通手段の確保も各自治体の頭を悩ませて
久しい状況です。
　斯様な状況下、日本の国土交通省は「MaaS（マー
ス：Mobility as a Service）とは、地域住民や旅行者
一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応して、
複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に
組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサー
ビスであり、観光や医療等の目的地における交通以
外のサービス等との連携により、移動の利便性向上
や地域の課題解決にも資する重要な手段となるもの」
と、課題解決の手段として再定義しています。5

図1：日本型MaaSの課題へのアプローチ6
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図2：日本の目指すMaaSの姿7

シンガポールの長期交通計画

　シンガポールにおいては、過去数十年にわたる積
極的な移民受け入れによる人口増加とそれに起因す
る車両台数の拡大により、限られた国土が更にひっ
迫しており、政府として公共交通の整備と利用拡大
を強く志向しています。本状況下、シンガポールの
長期交通政策を管轄するシンガポール陸上交通庁に
より2019年5月に発行された長期交通計画である

「LTMP2040（The Land Transport Master Plan）」
では、（1）2040年までに20分で町へ、45分で市街
地までのアクセスを可能に、（2）全ての人のための
輸送の実現、（3）健康的な生活と安全な移動が掲げ
られております。8

　特に（1）においては、MRTやバスと比べ、相対
的に整備が遅れているファースト・ラストワンマイ
ルの移動手段を整備し、公共交通と連携させること
でCar Lightな社会（車への依存が少ない社会）の
実現を目指しています。

図4：目指す交通の姿10

　また、プンゴル、テンガ、ジュロンイノベーショ
ン地区にてはパイロットプログラムの一環として、
エリア内であれば自由に乗降可能な自動運転オンデ
マンドバスを展開可能とするなど新しい技術の導入
にも積極的な姿勢を明言しています。
　並行して2020年には、シンガポール政府として
内燃機関車（ディーゼル／ガソリンエンジン車両を
指す）を段階的に廃止し2040年までにクリーンエ
ネルギーによる社会を目指すと発表し、EV及びハ
イブリッド車導入へのインセンティブを付与する政
策「グリーンプラン2030」のもと、電気自動車の普
及を促進するための包括的な「電気自動車ロード
マップ」を策定しています。EV技術の成熟に伴い、
2020年代半ばには、電気自動車と電気自動車を購
入する際の初期費用が同等になると予想されていま図3：LTMP2040概要9

7

JCCI 2022年10月月報　ASEANと日本におけるMaaS（Mobility as a Service）〜ラストマイル交通の可能性〜

1-2_WILLERS PTE LTD_220921.indd   7 22.9.22   1:05:50 PM



JC
C
I月
報
2
0
2
2
年
1
0
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
2
/0
9
/2
1
　
S
E-
2
1 す。EVの普及には充電インフラの整備が不可欠で

あり、2030年までに6万基のEV充電ポイントを整
備する目標を、民間セクターとの協力の上、公共の
駐車場に4万台、個人宅に2万台の充電ポイントを
設置予定、また2025年までに約2,000カ所の駐車場
に充電ポイントを設置すると発表されております。11

WILLERグループの目指すMaaS

　上述の状況下、WILLERグループにては移動体
験を変革すること、また社会課題の解決を地域の生
活者に寄り添った「MaaS」を通じて実現すること
を目指しております。既存の交通手段と新しい移動
手段をテクノロジーにより融合させることで、移動
体験を向上させ、都市の価値そのものを上げること
を目指しております。移動しやすい環境を整え、移
動につながるモチベーションを創造し、その結果、
人が移動するようになり、人が移動することで経済
が活性化されるサイクルが作られます。経済が活性
化され、新たな価値が世の中に生み出され、その価
値が、人々の次の移動のモチベーションとなりま
す。こうした移動が生み出す経済活動により、人々
のライフスタイルリ・デザインし、人々の生活を豊
かにしていきたいと考えています。
　こちらが弊社にて指針としている「MaaS Innovation 
Pyramid」ですが、社会の基盤となるインフラを変
革することでビジネスの変革が起き、ビジネスが変
われば、最終的には社会が変わると考えております。
　まずは、マイカーと同等、もしくはそれ以上に自

由に移動できる移動手段の提供が必要です。そのた
めに不足している交通を新たに創造し、更に既存交
通と新たな交通を全て統合したオープン・プラット
フォームを構築し、移動のインフラとして全ての
人々に開放します。本プラットフォームでは、個人
でも、企業でも、行政でも、新たなビジネスを起こ
すことができるようになります。

新しいワンマイル交通“mobi”

　新しい移動を考えるための戦略的なポイントとし
て、「空間」「時間」「経済」の3つの軸があります。
先ずは「空間」ですが、既存の公共交通である路線
バスと鉄道だけでは、目的地に行く最初または最後
の交通手段を賄えません。次に「時間」、利用者の
減少に伴い公共交通の維持に課題がある郊外でも、
住民の足として移動したい時に移動できる環境を整
える必要があります。最後に「経済」面ですが、経
済的ストレスがあるとマイカーから公共交通に変え
ることは難しいでしょう。高いが速達性のあるサー
ビスと、シェアで少し利便性は劣るけど安く行ける
サービス、双方が必要です。
　その意味でオンデマンドは効率的で有効なサービ
スと考えており、弊社にては下記2つのモデルを提
供すべく、2021年6月末から日本で、また10月末
からシンガポールにて『mobi』というサービスを
開始しております。シ ンガポールにてはRiver 
Valley – Orchard－Newtonにて展開しています。
　（�1）近距離となる5km圏内のラスト＆ファース

図5：MaaSイノベーションピラミッド12
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ト・マイル交通を補充するサービスで、半径約
2-3kmをオンデマンド交通の運行エリアとし、
AIによって運行効率を最大化し生活利用に特化
した域内交通モデル

　（�2）人が集まる駅やターミナルといったハブとな
るポイントとエリアをつなぐモデル

　コロナ禍によるライフスタイルの変化により増加
した「半径約2-3kmの生活圏内の移動」において、
自転車やマイカーのちょいのりに代わる新たな

「ちょいのり」サービスで、アプリで呼び、同じ方
面へ移動される方と相乗りをしながら目的地まで移
動するバスとタクシーの中間のような新しい移動
サービスです。通勤でのMRTまでの移動に、保育
園へのお迎えや毎日の買い物、習い事にと家族みん
なで利用できるサービスとなっております。またお
子様でお1人でもご乗車頂ける、信頼できる移動
サービスとして認知いただいております。
　コミュニティの会員で毎月それぞれの使用頻度や
予算に合わせた定額料金を出し合うことで、運転手
付きの車を複数台共有する感覚で利用できます。

『mobi』の主な特徴は、以下5点です。
　（�1）わかりやすいデザインと操作性を兼ね備えた

アプリで簡単に配車が可能
　（�2）配車後10-15分ほどでピックアップ
　（�3）AIルーティングシステムにより、予約状況

や道路状況を考慮した最適なルートで相乗りし
ながら目的地まで移動可能

　（�4）固定した数名のプロのドライバーが運行する
ため、顔見知りとなり、お子様やご高齢の方に
も安心してご利用いただける

　（�5）使用頻度や予算に合わせ複数のサブスクリプ
ションプランから選べる　

　日本にては、京丹後市、豊島区、大阪市等現在6
箇所にて展開しており、（1）子育て世代の集まる都
市部にて家族向けにサービスを提供し、子どもの送
り迎え等の負担を軽減させ、時間の有効活用を可能
とすると共に交通の利便性を向上させるモデル、ま
た（2）地方のラストマイル交通として機能し、高
齢者を始め地域住民の方のマイカーに代わる交通手
段としてご利用頂く、2つのアプローチで展開をし
ております。またエリア内の店舗と提携してmobiの
会員特典を準備することで、よりコミュニティに根
差したサービスを提供できるようにしております。
　ベトナム のハノイ市にてもmobiの第1回実証実
験を2021年12月より約1か月実施し、1,500名を超
える方々にご利用頂きました。ハノイ市にては公共
交通として路線バス、MRT（1路線）、タクシーな
どがございますが、利便性や経済面から大半の人々
はバイクで移動しており、交通渋滞、大気汚染、交
通事故が深刻な社会課題となっております。ハノイ
市としても2025年までに市内中心部への自家用バ
イク乗り入れを禁止する方針を決定しております。
係る中、弊社は、これらの社会課題の解決に向け、
日本政府と連携し13、バイクからの行動変容を促
し、また、公共交通の利用拡大につながるAIオン
デマンド交通の実証実験14を実施しております。具
体的には、バイクに代わる相乗り型のAIオンデマ
ンドバスのサービス化を目的に、半径約2kmのエ
リア内に200m間隔で乗降場所を設置、運行サービ
スを提供することで、地域における全ての移動ニー
ズを調査し、通勤・通学、生活交通としての利用、
および公共交通と目的地までのワンマイルをつなぐ
サービスの課題、効果を調査、実証、検証しており
ます。更に今後の展開として、シンガポール内の他
エリア、またベトナムに加えASEANの他国展開に
向けて準備しております。

自動運転の展望

　前述の通り少子高齢化社会では、運転手の確保は
重要な課題です。人手不足の問題解決のためにも、図6：オンデマンドシャトルmobi概要
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す。自動運転技術の活用例として、3つ考えられま
す。先ず一つ目は、乗務員不足に備えた市内バスや
タクシー等の既存交通の自動運転化。このドライ
バーレス化は、同時に交通機関のコスト構造に大き
な変革をもたらします。運行コストにおいて大きな
割合を占める乗務員関連費用が削減されることで損
益分岐が大きく変わり、公共交通における収益の改
善が見込まれます。また無人運転となるため、ほぼ
24時間（充電時間を考慮すると22時間程度）の運
行が可能となり、1台あたりの稼働時間が大幅に増
えます。深夜や早朝時間帯の新たなサービス開発や
需要が多いピークの時間帯に運行台数を増やすこと
が可能となります。
　弊社もMobileyeと戦略的パートナーシップを
2020年7月に発表し、2025年までに無人自動運転の
サービス化を目指しています。シンガポールにては
2019年10月末からGardens by the Bayにて自動運
転の商業運行を開始しており、シンガポールに大手
重工会社であるST Engineering社（以下STE社）
が自動運転技術を、弊社がビジネスデザインとオペ
レーション管理を行っており、交通運行管理者とし
ての観点から自動運転のノウハウならびにオペレー
ションの研究を実施しております。Jurong Lake 
Gardens（JLG） に て も、WILLERS、STE社、
National Parks Board（シンガポール国立公園局、
管轄：シンガポール政府）の3社における実証実験
として2020年12月3日よりオペレーションを開始
しております。本実証実験は2年間実施し、アクセ
シビリティの向上ならびに2022年にJLGが完成し
た際の自動運転による旅客輸送システムの安全性、
有効性、持続可能性を検証することが目的となって
おります。

最後に

　今般はMaaSの現状や弊社の取り組みについて記
載をさせて頂きましたが、MaaSの定義やサービス
は生活者のライフスタイル、また需要の変化に伴
い、提供内容や技術、領域が柔軟に変わっていくべ
きものだと考えております。生活のペインポイント

や「あったらいいな」を従来の枠組みにとらわれず
考え続けることが、我々のより良い生活をMaaSを
通じて実現する第一歩となります。

＜訳注＞
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Conference on Mobility as a Service （ICoMaaS）, Tampere, 
Finland, November 28-29, 2017: 187-201
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additional-e11-million-financing/
3 https://investors.grab.com/
4 https://www.fortunebusinessinsights.com/mobility-as-a-
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5 https://www.mlit .go. jp/sogoseisaku/japanmaas/
promotion/model/index.html
6 https://www.mlit .go. jp/sogoseisaku/japanmaas/
promotion/index.html
7 https://www.mlit .go. jp/sogoseisaku/japanmaas/
promotion/index.html
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our_work/land_transport_master_plan_2040.html
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12  h t tps : //wi l l e r s . com . sg/Commun i ty -mob i l i ty -
MaaSplatform-maas-singapore-npark-ride-intercity-buses-
ondemand-shuttle
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JAPAN ASEAN Mutual Partnership：日ASEAN相互協力
による海外スマートシティ支援策）に基づき、ASEANにお
ける公共交通システムの導入可能性に関する調査検討業務。
14 日本貿易興機構（ジェトロ）による日ASEANにおける
アジアDX促進事業としてベトナム社会主義共和国ハノイ市
におけるルート型AIオンデマンドシェアバス実証事業
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経歴

　2015年三井物産株式会社入社、2020年1月より現
職（WILLERS PTE LTD（在シンガポール））に出向、シ
ンガポールでのオンデマンドシャトルサービス「mobi」
を始めとし、ASEANにおけるWILLERグループの事業
展開を担当。シンガポールのみならずASEAN各国での
mobiならびにMaaS関連事業に関するお問い合わせが
ございましたら（pr-info@willers.com.sg）までお問い
合わせください。
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Embedded Insuranceについて

（１）導入
　Embedded Insuranceとは、保険商品を他社の商
品・サービスに組み込んで提供するもので、「組込
み型保険」と呼ばれ、近年各メディアで取り上げら
れることが増えてきている。具体的には、他の商
品・サービス提供事業者（以下パートナー）のデジ
タルプラットフォームに保険購買導線が実装され、
パートナーの商品・サービスと保険商品とが、“あ
たかもひとつのサービス”としてシームレスに統合
された販売方法のことを指している。例えば、顧客
がE-Commerceで商品を購入した際に、商品到着
までのリスクをカバーする貨物保険を同時に購入す
るケースや、インターネット経由で旅行の申し込み
を行った際に、旅行保険をパートナーのウェブサイ
ト上で購入する事例等がある。
　Embedded Insuranceの強みは、デジタルプラッ
トフォームから顧客データを引き出し、特定の消費
者のニーズに基づいて、パーソナライズされた提案
が可能である点にあり、顧客が必要な補償を、必要
な時に手配出来る点にある。保険会社は商品中心の
販売手法から顧客のエクスペリエンスを重視した販
売手法へ移行しつつあり、また、パートナーのプ
ラットフォームを利用することにより募集コストを
抑え、効率的に見込客にアプローチ出来るのがメ
リットである。また、より魅力あるサービスを提供
したいパートナーにとっても、保険の組込みは本業
以外の収益源の確保という側面だけでなく、保険を
含むサービス全体の顧客体験を向上させ、競合他社

との差別化、顧客基盤の強化・拡大というメリット
を期待しており、彼らの要求に応える商品の提供、
柔軟な引受が求められる。
　パートナーとの協業自体は新しいビジネスモデル
ではなく、保険会社・代理店はこれまでも自動車
ディーラーが自動車を販売する際に自動車保険を販
売したり、ハウスビルダーが住宅販売時に火災保険
を販売したりと、パートナーの本業と親和性が高い
商品をセットで販売する手法は取り入れられてき
た。ただし、コロナ渦もあり、これらのパートナー
の販売手法そのものがデジタル・オンライン化され
ている状況下、保険販売もその例外に漏れず、デジ
タル化を推進していく必要がある。

（２）将来性
　Embedded Insuranceはデジタルチャネルを用い
た保険販売の新たな主要形態となり2030年の市場
規模はGWPでUSD700B以上にまで成長すると推
定されており1、特に、少額の保険料の小口商品販
売を通じ、若年層や発展途上国における保険浸透率
向上を効率的に実現出来る可能性がある。親和性が
高い小口保険商品（例：傷害、旅行、動総）は、保
険会社側から見た募集効率向上、また、顧客が求め
る簡潔な手続きのため、販売方法をEmbedded型
に移行する動きが増えていくと予想される。
　以下に示す図表が今後のEmbedded Insuranceの
保険料の推移予測、及び、東南アジアにおける
Internet Economyの 経 済 規 模 の 推 移 で あ る。
Embedded Insuranceはデジタルチャネルの浸透によ
り、今後ますますその存在感を高めることが予想され

Embedded Insurance
（組込み型保険について）

TOKIO MARINE ASIA
Head of Digital Innovation
木村　弘
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を始めとするデジタル関連の企業の勃興が進んでお
り、本分野の浸透が他地域よりも進んでいくだろうと
言われている。

　個人向け保険は単に毎年更新をするだけの時代で
はなくなり、消費者は、デジタルサービスプロバイ
ダーが適切なタイミングで適切な保険商品の提供を
期待するようになって来ている。そのためには、リ
アルタイムの顧客のニーズを把握することが必要だ
が、多くの保険会社は必要なテクノロジーやノウハ
ウを持ち合わせていないため、第三者プラット
フォーム等のパートナーの協力なしではこの新たな
デジタルエコシステムに生き残れない時代へと突入
している。

Case Study

　本章においては、特に東南アジアの域内の著名プレ
イヤーが、実際にどのようなEmbedded Insuranceを
提供しているのか、各企業の概要・事例を紹介する。

（１）Singtel Dash（Payment）
①概要
　 シ ン ガ ポ ー ル の 大 手 通 信 会 社 で あ るSingtel 
Communicationsが 提 供 す るQR決 済 サ ー ビ ス。
2018年にVIA（アジア初の相互運用可能なクロス
ボーダー決済プラットフォーム）のアライアンスを
結び、シンガポールを含むアジア11 ヵ国でのQR
コード決済が可能になった3。

②Embedded Insuranceにおける取組み
　Singtel Dashのアプリでは自動車保険をはじめ、
旅行保険、傷害保険、生命保険、がん保険、積立型
医療保険等、様々な保険を提供している。Great 
Eastern社との提携ではデジタル化が進むライフス
タイルに起因する顧客ニーズに対応し、業界初とな
る通信会社ならではの補償を提供している。
　両社が提供する“Singtel Home Protect”は、通
信料金と家財道具の両方を補償する業界初の住宅保
険であり、損害発生時に通常の火災保険の補償に加
え、Singtelのサービスが使用出来なくなった場合
の機器修理や交換等の補償ならびに通信料金の支払
い等もカバーする4。
　同様に、モバイル関連の特典を備えた旅行保険で
は、事故による入院中の通信料金の払い戻し、旅行
中の遅延による通信データの追加料金、携帯電話の
紛失時の修理や交換等の独自の特典が含まれてお
り、これもシンガポール初の試みとなる。
　本提携により、Singtelの保険事業への進出が拡大
し、シンガポールの全世帯の60%以上をカバーする
幅広い顧客基盤と、Payment Playerとしての強みで
ある支払データを活用した、顧客のライフスタイル
に合わせた保険商品を提供することが可能となる5。

図1：今後のEmbedded Insuranceの保険料の推移予測2

図2：東南アジアにおけるInternet Economyの経済規模の推移
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（２）Lazada（E-Commerce）
①概要
　東南アジア最大級のECプラットフォーム。イン
ドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポー
ル、タイ、ベトナムの6 ヶ国でサービスを提供して
おり、2030年には3億人にサービスを提供すること
を目指して事業拡大を進めている。中国の大手IT
企業アリババに買収された背景を持ち、東南アジア
のAmazonとも呼ばれている。
　ビジネスモデルはAmazonの模倣だが、現地では
Amazonよりも先に定着したため、本家よりも東南
アジアでは浸透しており、東南アジアで独自の進化
を遂げ、顧客満足度を上げるためのさまざまな試み
が行われており、アリババ・グループ傘下に入った
以降は女性顧客の数も小売業者の数も一気に増え、
今後も更なる発展が見込めるECプラットフォーム
と言える。

②Embedded Insuranceにおける取組み
　Lazada MalaysiaはAIG Malaysiaと提携し、Lazada
プラットフォームにて旅行保険、ひったくりや盗難、ケ
ガや事故、Lazadaで購入した商品に対する補償等、個
人向けの損害保険を提供している。
　商品に対する補償は、シームレス且つシンプルな
手続きで保険を手配することが可能であり、また、
配送サービスと連携しているため、商品がどの時点
で損害を被ったか追跡可能で、責任の可視化、トラ
ブル防止が可能となる。

　マレーシアの国民の多くが保険に加入していない
が、26 〜 35歳の利用者が多いLazadaというプラッ
トフォームで保険商品を販売することで、若い層の保
険に関する知識を高めたいとしている。また、消費者
にとっても、ECサイトは他の保険商品との比較がし
やすく、消費者それぞれのニーズに見合った商品を
選べる上、購入もしやすいというメリットがある。

（３）BIMA
①概要
　モバイル技術を活用した保険サービスのプロバイ
ダーで、アフリカやアジアの発展途上国でヘルスケ
ア関連の保険を提供している5。
　同社のプラットフォームでは、商品開発、モバイル
保険、保険管理、マイクロ保険などのサービスを提
供しており、保険という概念に馴染みのない顧客層を
ターゲットとしている。これらの低所得者層向けに手
頃な保険やモバイル医療サービスを受けられるように
し、保険浸透率の低いアフリカにも進出している。

②Embedded Insuranceにおける取組
　BIMAは、モバイルのエコシステムに手頃な医療
保険を統合することが出来る。現在、3,500万人の
アフリカ人に保障を提供。このうち、75％の顧客が
初めて保険に加入しているものである。
　BIMAは、携帯電話による保険販売モデルを確立
しており、このモデルでは、顧客は携帯電話から保
険に加入し、保険料はプリペイドの通信時間クレ

13
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ジット、またはポストペイドの請求書から引き落と
される。

　BIMAは、資格のある医師と医療サービスへのア
クセスを顧客に提供し、また、顧客が自身の健康
ニーズを管理するための健康プログラムも導入して
おり、アプリを通じて毎週メッセージを送信し、女
性の健康や糖尿病など、選択したトピックをカバー
している。
　 請 求 も 迅 速 か つ 簡 便 で、 顧 客 はFacebook、
WhatsApp等の好みのチャネルでBIMAに連絡し、
書類作成なしでプロセスを案内することが可能、3
営業日で保険金を支払うことが可能となっている。

まとめ

　コロナ渦で加速した非対人チャネルの進展に伴
い、従前の対面を前提とした保険募集から、ダイレ
クト保険会社を含む、デジタルチャネルの存在感が
増していくことは明らかである。上記のディスラプ
ションシナリオについては、長らく唱えられ続けて
きたものの、現時点においては、米国でInsurtech
保険会社が苦戦、あるいは日本のダイレクト系生損
保も、マーケットを席捲するような状態には至って
いない。
　一方で、特に、東南アジアをはじめとする新興国
においては、マーケット環境が大きく異なっており、
そもそもの保険浸透率が低く、反面、モバイル等の
普及率が高いことから、デジタルチャネルが先行し
て急激に発展し、世界のトップランナーとして同分

執筆者氏名
木村 弘（きむら ひろし）

経歴
　1984年福井県生まれ。2007年3月東京大学経済学
部卒業、同年4月に東京海上日動火災保険株式会社に入
社。日系エアライン、重工業メーカーのリスクマネジメ
ントに従事、2021年4月よりシンガポールにおいて勤
務開始。趣味はジョギングとスポーツ観戦全般。

野をリードする可能性を秘めている。

＜訳注＞
1 https://www.instech.london/insight/insurance-to-embed-
or-not-to-embed
2 https://www.instech.co/insight/insurance-to-embedor-not-
to-embed
3 https://dash.com.sg/
4 https://www.greateasternlife.com/sg/en/about-us/media-
centre/media-releases/26082020/singtel-home-protect.html
5 https://www.greateasternlife.com/sg/en/about-us/media-
centre/media-releases/26082020/singtel-home-protect.html
6 https://bimamilvik.com/
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はじめに

　2015年のBEPS（Base Erosion and Profit Shifting）
の15の行動計画に関する最終報告書に基づき、経済
協力開発機構（OECD）は2019年に経済のデジタル
化による税務上の課題への対応に特化した新たなプ
ロジェクトを立ち上げました。BEPS 2.0と呼ばれる
現行のプロジェクトはOECD/G20包摂的枠組みを通
じて実施されており、現在は141の国や地域が参加し
ています。
　2019年5月、OECDは下記の2つの柱を反映する、

「経済のデジタル化から生じる税務上の課題を解決
するコンセンサス構築に向けたワークプログラム」
を公表しました。

第1の柱：�市場国により多くの課税権を配分するた
めの新たなネクサスと所得配分の策定

第2の柱：�新たなグローバル・ミニマム課税ルール
の策定

　2021年12月20日、OECDと包摂的枠組みは第2の
柱モデルルールを公表し、このモデルルールは
GloBEルール（グローバル税源浸食防止ルール）の
範囲とメカニズムを定義するとともに、グローバ
ル・ミニマム課税の複雑さと、新たなルールの対象
となる企業がルール発効時に備えて大規模な投資が
必要となることを示唆しています。本稿では、日本
の多国籍企業にも少なからず影響を及ぼす可能性の
あるグローバル・ミニマム課税について解説します。

BEPSとは

　BEPSとは、一般に、「OECD/G20 BEPS最終報
告書（2015年）」（BEPS1.0）において継続的な検討
事項とされた「デジタル経済の課税上の課題」に関
して行われている一連の議論を指します。
　2015年10月、OECDは、BEPS行動計画におけ
る他の14の最終報告書とともに、行動1「電子経済
の課税上の課題への対応」に関する最終報告書（以
下、「行動1最終報告書」）を公表しました。行動1
最終報告書には、電子経済に関するOECDの結論、
およびその発展がもたらす課税上の課題に対処する
ための今後の対応案が盛り込まれています。行動1
最終報告書では、電子経済が「経済そのものになり
つつある」ためにこれを囲い込むことは難しく、電
子経済専用の特別ルールは機能しない旨を述べると
ともに、OECDがBEPS分析に関連性があるとみな
したデジタルビジネスモデルの主要な特徴について
要約しています。加えて行動1最終報告書では、直
接税と間接税に関して電子経済がもたらすより幅広
い課税上の課題について検討し、それらに対処する
ための選択肢についての評価を行っています。
　その後、OECDは2019年1月に新たな国際的議論
において2つの柱に焦点を合わせたポリシーノート
を公表し、2020年1月にはBEPSに関する包摂的枠
組みによる「経済の電子化に伴う課税上の課題に対
する声明を発表し、BEPS2.0の詳細および「第1の
柱」と「第2の柱」の課題を特定しました。
　「第1の柱」は、多国籍企業の経済活動に関して、
消費者やユーザーがいる国（市場国）で生み出され

BEPS2.0 の第2の柱
「新たなグローバル・ミニマム課税ルールの策定」について

ERNST & YOUNG LLP
Senior Manager
西岡　利晃
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た価値を勘案し、物理的拠点の有無に関わらない新
しい課税根拠や利益配分ルールを通じて市場国に課
税権を適切に与えることを検討したもので、「第2
の柱」は、多国籍企業が活動拠点をどの国に置くか
にかかわらず最低限の税負担をさせることを確保す
るものであり、軽課税国に所在する子会社等に帰属
する所得について国際的に合意された最低税率まで
課税する方策等を検討したものです。この「第2の
柱」において、グローバル・ミニマム課税を含む
GloBEルール（グローバル税源浸食防止ルール）は
中核的なルールです。

GloBEルール（グローバル税源浸食防止ルール）

　上述のとおり、「第2の柱」は、多国籍企業に対
して合意された15%の税率を課す新たなグローバ
ル・ミニマム課税ルールを採用しています。ミニマ
ム課税は財務会計基準に基づいて計算され、利益と
納税額の2つの主要な構成項目に依拠しています。
一般的に、同ルールは年間売上高が7千億5千万
ユーロ以上の多国籍企業グループに適用されます。
　2021年12月20日、OECDと包摂的枠組みは第2
の柱モデルルールを公表しました。このモデルルー
ルはGloBEルールの範囲とメカニズムを定義して
います。モデルルールは10の章から構成されてい
ます。

第1章：適用範囲
第2章：�IIRとUTPRの適用及びトップアップ課税

の配分方法
第3章：所得（又は損失）
第4章：対象税金

第5章：実効税率とトップアップ税
第6章：企業買収・売却とジョイントベンチャー
第7章：課税中立性と分配時課税制度
第8章：情報申告義務とセーフハーバー
第9章：移行ルール
第10章：用語の定義

　本稿では、GloBEルールの概要として、第1章：
適用範囲、第2章：IIRとUTPRの適用及びトップ
アップ課税の配分方法、第3章：所得（又は損失）、
第4章：対象税金、第5章：実効税率とトップアッ
プ税、について解説します。

■�GloBEルールの制度の対象となる企業の特定
　（第1章）
　検証対象年度の直前の4事業年度のうち2事業年
度において、最終親事業体（UPE）の連結財務諸
表上の年間売上高が7億5千万ユーロ以上であれば、
多国籍企業グループとその構成事業体はGloBE
ルールの適用範囲に含まれます。多国籍企業グルー
プとは、2つ以上の国地域に所在する事業体で構成
されるグループを指します。グループとは、所有又
は支配を通じて関連し、以下のいずれかに該当する
事業体（すなわち、個別の財務諸表を作成する法人
又は組織）の集合体を指します。

　 最終親事業体の連結財務諸表に含まれている
　 �規模又は重要性のみを理由として、あるいは事

業体が売却目的で保有されていることを理由と
して、連結財務諸表から除外されている
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　構成事業体とは、グループに含まれる事業体、又
は本店の恒久的施設です。また、最終親事業体と
は、所有・支配の連鎖の最上位に位置し、他の事業
体に所有されていない事業体です。
　モデルルールでは、特定の事業体について、
GloBEルールの適用除外を定めていますが、多国籍
企業グループの判定や、多国籍企業グループが
GloBEルールの適用範囲となる収益の閾値を満たす
かどうかの判定においては、除外されません。
　なお、最終親事業体であるかどうかに関わらず政
府機関、国際機関、非営利団体、年金基金などの事
業体は除外されます。また、投資ファンド、不動産
投資ビークルについては、多国籍企業グループの最
終親事業体である場合のみ除外されます。

■追加課税額の計算（第3章から第5章）
１．GloBE所得（損失）の計算
　第3章では、各構成事業体のGloBE所得（損失）
を計算するためのルールを規定しています。この計
算は、GloBEルールの中心的な要素であり、実効税
率（ETR）の計算において重要な役割を果たしま
す。GloBE所得（損失）の計算は、最終親事業体の
連結財務諸表の作成に使用されたグループ内取引を
消去する連結調整前の純利益（損失）から始まり、
最終親事業体が当該財務諸表で使用した会計基準に
基づいて決定されます。
　GloBE所得（損失）に至るには、以下の項目につ
いての調整が必要です。

　 一定の税金費用（税額控除を含む）の純額
　 配当金の除外
　 株式損益の除外
　 再評価法による損益　など

　なお、国際海運業及び付随的活動から得られる一
定の所得は、GloBE所得（損失）から除外されます。
適格国際海運業所得は、国際交通による旅客又は貨
物の輸送に関するもので、タイムチャーターによる
船舶のリース（又は裸用船、ただし他の構成事業体
にリースする場合のみ）などが含まれます。付随的
活動とは、主に国際交通による旅客又は貨物の輸送

に関連して行われる特定の活動をいいます。ある国
地域にある全ての構成事業体の付随的活動から稼得
される適格純所得は、国際海運事業から稼得された
適格純所得の50％を上限とします。

２．対象税金
　第4章では、実効税率の計算における2つ目の構
成要素である各構成事業体のGloBE所得（損失）
に帰属する税、つまり「対象税金」について定めて
います。
　ある事業年度における構成事業体の調整後対象税
金は、対象税金について財務会計上の純利益（損
失）上発生した当期税金費用に次の額を調整して計
算されます。

　 �対象税金に対する加算・減算調整に関する純額
　　（加算）
　　　⃝�財務諸表において費用として税引前利益に

含まれる対象税金の額
　　　⃝�GloBE欠損繰延税金資産の使用額　など
　　（減算）
　　　⃝�GloBE所得（損失）の計算において除外

される所得に関する当期税金費用
　　　⃝�当期税額費用の減額として計上されていな

い非適格還付付き税額控除に関する控除又
は還付　など

　 �合計繰延税金調整額
　　　⃝�財務諸表上の繰延税金費用は、適用税率が

最低税率を上回る場合、最低税率15％に
て計算し直す（recast）ことが求められま
す。

　 �GloBE所得（損失）の計算に含まれた額に関連
する、資本に直入された又はその他包括利益
に計上される対象税金の増減
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　第5章では、9つのステップに分けて、実効税率
と追加課税額の計算方法を定めています。

ステップ1：各構成事業体のGloBE所得（損失）を、同
一国地域内にある他の構成事業体の所得（損失）と合算

ステップ2：各構成事業体の調整後対象税金を、同一
国地域内にある他の構成事業体の所得（損失）と合算

ステップ3：国地域の合算調整後対象税金を合算GloBE
所得（損失）で除算して、国地域の実効税率を決定

ステップ4：どの国地域が低税率の（実効税率が最
低税率15％を下回る）国地域であるかを特定

ステップ5：各低税率の国地域の（最低税率と国地域
の実効税率との正の差に等しい）追加課税額率を計算

ステップ6：事業実態に基づく所得控除額の計算

ステップ7：低税率国地域のGloBE純所得から事業
実態に基づく所得控除を減算することにより、その
国地域の超過利益を決定

ステップ8：追加課税額を決定；そして最後に

ステップ9：追加課税額を低税率国地域の各構成事
業体に配賦

　追加課税税率は、最低税率15％と実効税率との
間の正の税率差を指します。この追加課税税率は、
その事業年度のGloBE純所得から事業実態に基づ
く所得控除額を除外した国地域の超過利益に適用さ
れます。事業実態に基づく所得控除額とは、給与
カーブアウト（適格給与コストの5％）と有形資産
カーブアウト（適格有形資産の帳簿価額の5％）を
指します。移行ルールでは、5％の率は、給与カー
ブアウトでは10％に、有形資産カーブアウトでは
8％に引き上げられ、スケジュールに基づいて10年
かけて5％に段階的に引き下げられます。

（計算例）
◆GloBE所得（損失）の合算と調整後対象税金の合算

A国/地域 GloBE所得 調整後対象税金
Company No.1 100 30
Company No.2 200   0
合計 300 30

◆実効税率の決定
　A国/地域の実効税率（ETR）：30 ／ 300＝10%
　�（ETRが15％未満（＝10％）であるため、A国/

地域は低税率国/地域）

◆追加課税額率の計算
　15%－10%＝5%

◆事業実態に基づく所得控除

A国/地域 給与費用
給与

カーブアウト
（10％）

有形固定資産の
帳簿価額

有形固定資産
カーブアウト

（8％）
Company No.1 50 5.0 93.75 7.5
Company No.2 25 2.5 125 10
合計 7.5 17.5

合計：25（7.5＋17.5）

◆超過利益の決定
　超過利益額：300－25＝275

◆追加課税額の決定
　275×5%＝13.75

◆追加課税の配賦

A国/地域 GloBE所得 GloBE所得の
割合

追加課税の
配賦額

Company No.1 100 33.33% 4.58
Company No.2 200 66.66% 9.17
合計 300 13.75

企業への影響

　上記にて計算した追加課税について、OECDは、
そのモデルルールにおいて、どの事業体が追加課税
を支払う義務があるか、また、その事業体に課され
る追加課税の配賦分を決定するためのルール「所得
合算ルール（IIR）と軽課税支払ルール（UTPR）」
を定めています。また、上記GloBE所得又は損失
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の計算 / 税額の計算における構成事業体間で所得
や税額を配分する規定、追加課税額を計算する際に
別の多国籍企業グループとして各構成事業体の追加
課税額の計算をすることが求められる規定や国・地
域別の所得除外において特殊な計算が求められる規
定などの存在により、実際の追加課税額の計算は、
上記調整に加えてさらに複雑となっています。
　企業にとって、自社の税務上のポジションとその
データ、そしてコンプライアンスプロセスとITシ
ステムに関する、グローバルな税制変更による潜在
的影響を評価することが重要です。また、企業は国
内の課税立法の変化を通じて、グローバル・ミニマ
ム課税ルールの実施について、関連する国地域の税
制改正の動向を注視することが求められます。企業
はこれらの提案によるビジネスへの影響に関して、
国と多国間レベルでのOECDや政策当局とのコ
ミュニケーションについても、必要に応じて検討す
る必要があります。

各国の最新動向

　OECDは、モデルルールとコメンタリーを公表
しており、各国政府がグローバル・ミニマム課税を
国内の租税法に組み入れるために使用することを目
的としています。各国がモデルルールをどう捉える
かは大きく異なる可能性があり、企業はすべての関
連する拠点を有する国での立法活動を注視すること
が重要です。
　2022年7月20日、英国政府は、BEPS2.0第2の柱
に関するコンサルテーションを2022年4月
に実施し、寄せられた回答の要約を公表するととも
に、「新たな多国籍トップアップ税（追加課税）の
導入」に関する法案を発表しました。また同日、英
国政府は英国の新たな移転価格文書に関する法案を
発表し、2023年4月1日以降に開始する会計年度よ
り、大規模な多国籍企業（連結売上高が7億5千万
ユーロを超えるグループ）は、マスターファイルと
ローカルファイルを作成するとともに、「監査証跡
サマリー」（SAT）を作成することが求められま
す。これは、BEPSにおいて勧告されている移転価
格文書化の統一的なアプローチに基づくものです。

　また、2022年7月27日、OECDはBEPSプロジェ
クト行動5（有害税制）に基づき、各国・地域の国
内法ピアレビュー結果について最新情報を発表しま
した。有害税制フォーラムは12の「軽課税国・地
域」を特定し（アンギラ、バハマ、バーレーン、バ
ルバドス、バミューダ、イギリス領ヴァージン諸
島、ケイマン諸島、ガーンジー島、マン島、ジャー
ジー島、タークス・カイコス諸島、アラブ首長国連
邦（UAE））、 ア ン ギ ラ、 バ ハ マ、 バ ル バ ド ス、
タークス・カイコス諸島については、次回監視年度
までに大幅に改善すべき領域が特定され、バーレー
ン、バミューダ、イギリス領ヴァージン諸島、ケイ
マン諸島は、特定の領域に関して集中的に監視する
国・地域として特定されました。グローバル・ミニ
マム・タックス・ルールが実施された場合、軽課税
国・地域で事業を行う、もしくは各国において優遇
税制を利用する多国籍企業は、第2の柱の導入に関
する動向を注視するとともに、自身のグローバル税
務ポジションへの潜在的影響について検討すべきと
考えられます。

執筆者氏名
西岡 利晃（にしおか としあき）
経歴
　2008年より、物流・倉庫業、ソフトウェア業、建設
業、不動産業、素材産業、医療関連事業等の日本法人
に対する監査業務に従事。監査業務に加え、事業計画
策定支援等に関するアドバイザリー業務に関与。
J-GAAP-IFRSコンバージョン支援業務に関与。2021年
03月よりEYシンガポールへ赴任。日本公認会計士協会
会員
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JCCI基金では、日本への留学生派遣事業を1995年から実施しており、20周年を迎えた2015年からは、お互いの経験や

キャリアなどを共有し、ネットワークを作るために、過去の留学生を集めた同窓会を実施しています。2019年からは、同

窓生同士での情報共有からさらに輪を広げ、これからの留学候補者であるシンガポールの大学生や、JCCI会員、日本に

関連した各種団体の方々にも、JCCI基金による奨学金制度や留学生の日本での経験談などを知って頂くため、「Dialogue 

with JCCI Scholars」を開催しております。本年度はハイブリッドの形式で開催されました。

日時：2022年8月12日（金）19：00 〜 21：30

配信方法：ハイブリッド（日本人会ボールルーム、Zoom）

参加者：計80名（現場44名、オンライン36名）

パネリスト・司会：下記の通り

2000 Waseda Scholar
Tan Eng Seng

（NUS graduate）

2016 Waseda Scholar
Roy Lim

（NUS graduate）

2016 Waseda Scholar
Linnah Tan

（NUS graduate）

2018 ICU Scholar
Grace Khoo

（NUS graduate）

2019 ICU Scholar
Rainer Kwan

（SUTD graduate）

2021 Waseda Scholar
Bryan Kong

（SUTD graduate）

Emcee/2019 Waseda Scholar
Dana Lee

（NUS graduate）

2021 Awarded Scholars
Left: Man Wai Ting （SMU）, Jeremy Tan （SUSS） &

Wang Lei （NUS）

「Dialogue with JCCI Scholars」

2_基金_220921.indd   20 22.9.22   1:08:51 PM



JC
C
I月
報
2
0
2
2
年
1
0
月
号

デ
ー
タ
作
成
日
：
2
2
/0
9
/2
1
　
S
E-2
1

JCCI基金では、日本への留学生派遣事業を1995年から実施しており、20周年を迎えた2015年からは、お互いの経験や

キャリアなどを共有し、ネットワークを作るために、過去の留学生を集めた同窓会を実施しています。2019年からは、同

窓生同士での情報共有からさらに輪を広げ、これからの留学候補者であるシンガポールの大学生や、JCCI会員、日本に

関連した各種団体の方々にも、JCCI基金による奨学金制度や留学生の日本での経験談などを知って頂くため、「Dialogue 

with JCCI Scholars」を開催しております。本年度はハイブリッドの形式で開催されました。

日時：2022年8月12日（金）19：00 〜 21：30

配信方法：ハイブリッド（日本人会ボールルーム、Zoom）

参加者：計80名（現場44名、オンライン36名）

パネリスト・司会：下記の通り

2016 Waseda Scholar
Linnah Tan

（NUS graduate）

2021 Waseda Scholar
Bryan Kong

（SUTD graduate）

Emcee/2019 Waseda Scholar
Dana Lee

（NUS graduate）
左：シンガポール留日大学卒業生協会
　　（JUGAS）Gian会長からのご発言

2021年に選抜され、本年度の秋学期に入学予定の派遣生からの自己紹介

司会のDanaさんにより、河田委員長からの開会ご挨拶

「Dialogue with JCCI Scholars」
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ダイアログQ&Aの様子

左：小林副委員長から参加者にお礼のご発言

ネットワーキングディナーの様子

JCCI Singapore  Foundation
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日　　時：2022年7月12日（火）12：00 〜 12：30
方　　法：日本人会　2階　ボールルーム（オンライン参加あり）
出 席 者：（敬称略）
（日本人会）会頭：藤、副会頭：河田、土橋、江口、小林、重松、
　　　　　運営担当理事：杉浦、仙波、馬場、村上、小関、
　　　　　理事：�辻井、小林（一）、富井、佐々木、谷口、中西、関、中條、稲垣、小出、横山、杉島、柴田、�

菅原、谷内、澤田、福地、宮本、
　　　　　監事：渡邊、参与：髙橋、中西、久冨　事務局：梁、
　　　　　�（オンライン）理事：神田、阿部、北村、
� 計37名

藤会頭が議長となって開会した。

議　　事：
1．前回（第617回）議事録の承認
　�　藤会頭が前回（第617回）の議事録について諮ったところ、異議なく承認された。

2．審議事項
（1）「ASIA HR FORUM 2022」への後援名義付与について
　�　梁事務局長より、JCCI会員beyond global Pte. Ltdから、8月2－3日にオンラインで開催される「ASIA 
HR FORUM 2022」に対するJCCI後援名義の使用申請について、説明があり、内容について諮ったところ
異議なく後援名義の付与が承認された。

（2）「ACF 2023」への後援名義付与について
　�　梁事務局長より、株式会社エナジャイズ（同社の星法人がJCCI入会手続き中）から、2023年2月11、16
日に開催される「ASEAN CAREER FAIR with JAPAN 2023 in Singapore」に対するJCCI後援名義の使
用申請について、説明があり、内容について諮ったところ異議なく後援名義の付与が承認された。

（3）理事の帰国・異動等に伴う後任理事の選出について
　�　藤会頭より、パナソニック・アジア・パシフィックの高原理事のご帰国・ご退任に伴い、後任理事に同
社の杉島淳氏を提案した。理事に諮られ異議なく承認された。

（4）入退会について
　�　梁事務局長より1法人会員、2個人会員からの入会申請、5法人会員からの退会申請があったとの説明が
あり、諮ったところ異議なく承認された。これにより会員数は、法人会員715社、個人会員62名、計777
会員となった。

3．報告事項
（1）会頭報告、最近および今後の主要行事・会合について
　�　藤会頭から、前回理事会以降、各部会、委員会の講演会や懇親会、会員講演会や経営相談会などの事業
が実施されたとの報告、また、今後の開催形式について、これまでの経験を踏まえ、会員のニーズと内容
を考慮し柔軟に判断するとの説明があった。そして、自ら参加したJCCI基金寄付先活動「Singapore 
Disability Sports Awards 2022」について、報告があった。

（2）部会・委員会・基金からの報告
　�　第1工業部会の谷口部会長、広報委員会の土橋委員長、金融・保険部会の菅原部会長から活動の報告、
賃金調査委員会の宮本委員長から賃金調査のお礼と報告会の案内、藤会頭から寄付先活動、梁事務局長か
ら「ジェトロとの共同アンケート」について報告があった。

（3）大使館ならびにジェトロ・シンガポール事務所（JETRO）からの報告・連絡事項
　�　日本大使館の髙橋公使より、安倍晋三元内閣総理大臣逝去に際する弔問記帳受け付けの知らせがあった。

（4）その他
　�　・年末の会員懇親パーティーについて
　�　梁事務局長より、「JCCI 2022年基金贈呈式・会員懇親パーティー」を12月7日に3年ぶりにMandarin 
Oriental Hotelで開催するとの知らせがあった。

　�　・7/31－8/3「World Cities Summit 2022」への協力について
　�　梁事務局長より、JCCIの協力事業である「World Cities Summit 2022」について説明があった。

　�　・新任理事の挨拶
　�　本理事会に初参加の杉島理事により、挨拶があった。
� 以　　上
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＜入会承認会員一覧（2022年9月理事会）＞
会　員　名 格付 備　考

GUUD PTE. LTD.

［貿易・運輸部会］

A
（法人）

Trade technology - development of digital platforms for 
government, logistics sector, industries and associations
現地法人（合資）
設立登記：2020年7月
従業員数：3（現地邦人1）

SKY PERFECT JSAT Singapore Branch

［法人サービス・IT部会］

A
（法人）

Satellite telecommunications and network 
operation
支店
設立登記：2021年10月
従業員数：7（派遣邦人5）

YAMAHA MUSIC （ASIA） PTE. LTD.

［貿易・運輸産業部会］

A
（法人）

Operation of Music Schools, and Retail and Wholesales of
 Musical Instruments and Audio Products
現地法人（100％日本出資）
設立登記：1966年6月
従業員数：145（派遣邦人3）

HARIO ASIA PTE. LTD.

［貿易・運輸部会］

B
（法人）

Trading company （商社）
現地法人（合資）
設立登記：2014年6月
従業員数：4（派遣邦人1）

TRANSLASIA HOLDINGS PTE. LTD.

［法人サービス・IT部会］

B
（法人）

Holding of subsidiaries providing tranlation & 
interpreting  services
現地法人（合資）
設立登記：2017年7月
従業員数：1（現地邦人1）

ASIA DEAL HUB PTE. LTD.

［法人サービス・IT部会］

C
（法人）

ビジネスマッチング、トレーディング、
ITサービス
現地法人（現地独立資本／個人事業主）
設立登記：2019年9月
従業員数：3（現地邦人1）

ASIA PACIFIC ENERGIZE PTE. LTD.

［生活産業部会］

C
（法人）

人事コンサルティング事業、産学連携/大学国際化支援事業、プロジェクト
/イベントマネジメント事業、多言語翻訳・デザイン/クリエイティブ事業
現地法人（100％日本出資）
設立登記：2012年4月
従業員数：1（現地邦人1）

PORTERS ASIA SG PTE. LTD.

［生活産業部会］

C
（法人）

Sales of PORTERS, a comprehensive cloud-based Applicant
Tracking System for Recruitment Business.
現地法人（100％日本出資）
設立登記：2021年3月
従業員数：4（現地邦人2）

YANAGAWA OHASHI （SINGAPORE） PTE. LTD.

［第1工業部会］

C
（法人）

物流機器・産業機器の製造及び卸販売、
機械設備の据付工事、アフターサービス
現地法人（100％日本出資）
設立登記：2022年2月
従業員数：1（派遣邦人1）

Mr. Kenta Fujii
（ADECCO GROUP APAC, PTE. LTD.）

［生活産業部会］

D
（個人）

Human resource solutions agency
その他
設立登記：1985年1月
従業員数：187（現地邦人1）

Ms. Shiori Nishida
（VIALTO PARTNERS SINGAPORE PTE LTD）

［法人サービス・IT部会］

D
（個人）

グローバル企業向け国際間人材移動関連サービス
その他
設立登記：2006年5月
従業員数：143（派遣邦人2）

最近の推移：（’ ２０年６月）８２２会員、（’ ２０年７月）８２１会員、（’ ２０年９月）８１３会員、（’ ２０年１０月）８１７会員、（’ ２０年１１月）８１３会員、
（’ ２０年１２月）８１５会員、（’ ２１年１月）８０５会員、（’ ２１年２月）８０１会員、（’ ２１年３月）８００会員、（’ ２１年４月）７９５会員、
（’ ２１年５月）７９６会員、（’ ２１年６月）７９３会員、（’ ２１年７月）７９１会員、（’ ２１年９月）７８９会員、（’ ２１年１０月）７９１会員、
（’ ２１年１１月）７９３会員、（’ ２１年１２月）７９３会員、（’ ２２年１月）７８４会員、（’ ２２年２月）７８３会員、（’ ２２年３月）７８２会員、
（’ ２２年４月）７７９会員、（’ ２２年5月）７７７会員、（’ ２２年6月）７７９会員、（’ ２２年7月）７７７会員、
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シンガポール日本商工会議所
新規入会会員紹介

＜新規入会会員紹介＞
会社名（英） ASIA DEAL HUB PTE. LTD.

登録代表者名
（日・英）

ウドゥパ シェシュダリ
UDUPA Sheshdri

所在地 12 Marina Boulevard 17-01 Marina Bay Financial Centre, Singapore 018982

電話番号 9815－1089

事業内容 アジアにおけるB2Bパートナー探索、販路開拓のご支援

会社概要

アジアディールハブは、当社独自のデジタル探索プラットフォームと業界専門家のネット
ワークを活用することで、これまでよりも迅速かつ安価に効果的にお客様の販路開拓、サ
プライヤー探索、技術・生産パートナー探索、M&A候補の探索をご支援しております。
専門家ネットワークを活用した市場・企業調査、技術・製品動向調査、製品価格動向調査
等、グローバル調査も手掛けておりますので、お気軽にご相談ください。
� （三澤：natsumi@asiadealhub.com）

会社名（英） TRANSLASIA HOLDINGS PTE. LTD.

登録代表者名
（日・英）

渡部 尚
WATABE Takashi

所在地 67 Ayer Rajah Crescent #02-10/17, Launchpad @ One North Singapore 139950

電話番号 ＋65－8824－8280 ／＋81－50－5050－9186

事業内容 通訳や翻訳サービスを中心に、周辺サービスを広く提供しています。

会社概要

年間22,000件以上の通訳・翻訳案件に対応するサイマル・インターナショナル、ローカラ
イズやトランスクリエーションを得意とする十印とともに、トランスレイシアは会議シス
テムと対面のハイブリッド会議や現地法人との商談通訳やオンライン面談、プレゼン資料
の翻訳など、ビジネスの要となるシーンにおいて安心してお任せいただけるクオリティを
グループでご提供しています。通訳や翻訳だけでなく、周辺サービスを含むお客様の幅広
い言語ニーズをサポートします。

会社名（英） YANAGAWA OHASHI（SINGAPORE）PTE. LTD.

登録代表者名
（日・英）

張 逸華
CHO Ika

所在地 10 Buroh Street #02-21, West Connect Building, Singapore 627564

電話番号 8176－6376

事業内容 物流機器・産業機器の製造及び卸販売、機械設備の据付工事、アフターサービス

会社概要

柳川大橋機械は2001年に日本で創業いたしました。弊社はシンガポールを中心とした 
アジアに進出している企業様に向けて、物流機器・産業機器の製造及び卸販売、機械設備
の据付工事、アフターサービスを行っております。この度、お客様のサポートをより充実
するべく、2022年2月にシンガポール現地法人を設立いたしました。日本を代表する企業
と直接取引をしており、お客様からの信頼を得ております。物流システム（立体自動倉
庫、コンベヤ、無人搬送車、ラック等）の業務拡大を図り、作業の省力化を推進して参り
ます。
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JCCI 2022年10月月報　各種お知らせ／新規入会会員紹介

会社名（英） ADECCO GROUP APAC, PTE. LTD.（個人会員）

登録代表者名
（日・英）

藤井 健太
FUJII Kenta

所在地 1 Scotts Rd, #18-08 Shaw Centre, Singapore 228208

電話番号 9170－2415

事業内容 在シンガポール、及びAPACの日系企業の人事課題を支援します

会社概要

Adeccoグループはリスキリングから人事アウトソーシング、人財紹介/派遣、再就職支
援、トレーニングなど人事ソリューションをグローバルで提供するHRリーディングカン
パニーです。“Making the future work for everyone”をビジョンに掲げ、日々 200万人
を雇用し年間3.5万人の方へ新たなキャリア機会を提供しています。シンガポールでは
1985年に設立し2021年からSG Unitedのパートナーに選定されシンガポール国民のキャ
リア構築を支援しております。

（お問い合わせ先：kenta.fujii@adeccogroup.com）

Eメール送信サービスのご案内

シンガポール日本商工会議所では、広報支援サービスの一環として、会員企業へ各社の製品・サービス
や事業をEメールでご案内頂くことができる下記「Eメール送信サービス」を実施しております。
各社、ご案内を希望される際には、ぜひご利用頂けますと幸いです。

記
＜サービス概要＞
費　用：S $200.00（1配信／ GST込）※配信前に費用のお支払いをお願いいたします。お振込みの後、
事務局まで支払の証票書類をお送りください。お支払い頂きました後、翌日から3営業日以内に配信 
いたします。
配信日・時間：平日（土・日・祝・休館日を除く）、9 〜 16 時
配信数：約2,200 通（2022 年9 月末現在）
その他：JCCI 会員のみ利用可。

＜サービスご利用の流れ＞
①info@jcci.org.sg（担当： Doris）まで、本サービスのご利用希望の旨、ご連絡下さい。
②事務局より「お申込書及び請求書」をE メールで送付いたします。
③�「お申込書及び請求書」に必要事項をご記入頂き、お振込み後の支払の証票書類とあわせて、ご返送

下さい。
④�配信用の原稿をテキスト、もしくはワードでお送りください。尚、PDFファイルを添付頂くことも可

能ですが、サイズは2MB以内にご調整下さい。（ファイルのサイズが大きいと受信頂けなくなる可能
性がございます。）

⑤申込書のご提出及びお支払いが完了した時点で、テストメールをお送り致します。
⑥テストメールをご確認頂きました後、メール配信をさせて頂きます。

＜注意事項＞・ご利用の際には、「Standard Guidelines for use of JCCI Email Service」
（ https://www.jcci.org.sg/wp-content/uploads/2019/05/Standard-Guidelines-JCCI-E-mail-service.pdf ）
に同意頂く必要がございます。
	 以上
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9月 JCCIイベント写真
9月1日　法人サービス・IT部会「夕食懇親会」

藤会頭

集合写真 富井部会長のご挨拶

懇親会の様子1 懇親会の様子2

谷口部会長
（第1工業部会）

稲垣部会長
（第2工業部会）

谷内部会長
（建設・不動産部会）

9月13日　理事会

29
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1 9月20日　第1・第2・第3工業部会合同「ボーリング＆夕食懇親会」

ボーリング会場の様子1

シンガポールナショナルチームとの集合写真

谷口部会長（第1工業部会）と受賞者

懇親会でのグループ写真2

ボーリング会場の様子2

小林部会長（第3工業部会）とベストスコア受賞者

懇親会でのグループ写真1　

懇親会でのグループ写真3
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9月22日　貿易・運輸部会主催
� 「PSASingapore港湾施設視察会ならびに懇親会」

9月22日　貿易・運輸部会主催
� 「PSASingapore港湾施設視察会ならびに懇親会」
9月24日　サッカー指導者、西野 朗氏による講演会
�「サッカーにおけるチームマネジメントと組織論」（生活産業部会主催）

PSA Horizon Buildingからの景色

土橋副部会長　開会のご挨拶

ツアーの様子

西野様と当選者の皆さま（西野様サイン入りサッカーボール）

高村副部会長（MOL (ASIA OCEANIA) PTE LTD）からのご挨拶

渡邊部会長と西野様

懇親会会場での集合写真

西野様と当選者の皆さま（西野様サイン入り色紙）
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October, 2022
編集後記

　JCCI月報10月号をご覧いただき、ありがとうございます。今月も様々な
ジャンルの記事を掲載しておりますが、お楽しみいただけましたでしょうか。
　私は2022年4月に来星し、早くも半年が経過しました。日本と比べて当地で
は色々な業界の方と接点を持つ機会が多く、新しい環境が大変刺激的で毎日楽
しく感じております。本編集後記を執筆している現在（8月）は、National 
Dayがございました。当地に赴任して初めて体験するシンガポールのイベント
でしたが、町の至るところにシンガポール国旗が飾られていたり、建物が赤と
白の国旗カラーにライトアップされていたりと、国中皆が一緒になってシンガ
ポールの誕生日をお祝いする文化がとても素敵だと感じました。コロナウイル
スの影響を受けて、ここ数年は規模を縮小して各種イベントが開催されていましたが、今回3年振りに本格開催されたことからも、コロ
ナウイルスによる規制から抜け出していることを実感します。
　また、私事ですが、先日プライベートでタイに旅行に行ってきました。チャンギ空港もスワンナプーム空港にも旅行客、ビジネス客が
増えており、国の行き来が本格的に再開していることを感じました。弊社の海外旅行保険にかかる相談数の急速な拡大からも、多くの国、
企業様がwithコロナの経済活動を益々加速させていることを肌で感じております。
　当地では8月29日から屋内でのマスク着用も不要となり、未だコロナウイルスの脅威はあるものの、ウイルスと共存しながら、新しい
ライフ・ワークスタイルを確立し、より一層経済を発展させている印象を受けます。今後もコロナウイルスに限らず色々な変化があると
思いますが、本月報を通じて様々な情報を発信することで、少しでも読者の皆様のお役に立てれば幸いです。
　最後になりますが、ご執筆いただいた皆様、また本月報をお読みいただいた皆様、誠にありがとうございました。
� （編集後記担当：TOKIO MARINE INSURANCE SINGAPORE LTD.　御手洗 遥）
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〇名前：御手洗 遥（みたらし はるか）
〇出身地：静岡県浜松市
〇在星暦：6カ月（2022年4月～）
〇会社名：TOKIO MARINE INSURANCE SINGAPORE LTD.
〇仕事内容：日系企業様に対する保険商品・事故防止サービスのご提供
〇趣味：旅行、食べること
〇シンガポールのお気に入り：多様な文化、安心・安全なところ
〇読者の皆様へ：�本月報が皆様の新たな気づきにつながりましたら幸いです。

引き続き皆様のお役に立つ情報をお届けできるよう、広報委
員として活動してまいります。

〇名前：西岡 利晃（にしおか としあき）
〇出身地：鹿児島県鹿児島市
〇在星歴：1年6か月（2021年2 月～）
〇会社名：ERNST & YOUNG LLP
〇仕事内容：�主に日系企業に対する会計及び監査に関連するサービスのコー

ディネーション
〇趣味： 読書、バスケットボール
〇シンガポールのお気に入り：�週末は、近所のCCにあるコートでバスケット

ボールを楽しんでいます。
〇読者の皆様へ：�シンガポール駐在歴はまだまだ浅いですが、これからもたく

さんの方々とお会いできることを楽しみにしております。

左：御手洗　右：西岡

＜2022年11月号月報　掲載予定記事一覧＞
①�シンガポールにおける、代替タンパク質「カイコ」の可能性
　Morus Inc,　佐藤 亮
②�脱炭素技術の開発拠点としてのシンガポール
　THE CHEMICAL DAILY PTE. LTD.　豊田 悦史
③組織学習の今までとこれから
　BUSINESS CONSULTANTS（SINGAPORE）PTE. LTD.
　福田 英子
④�シンガポールにおけるUTM（ドローンや空飛ぶクルマの運航

を管理するプラットフォーム）のポテンシャルについて
TERRA DRONE CORPORATION　植野 佑紀

※�タイトル及び記事内容については、執筆者の都合により変更される場合が 
あります。
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シンガポール日本商工会議所HP（https://www.jcci.org.sg/）トップページ

サービスご利用の流れ

info@jcci.org.sgへ
本サービスご利用
希望の旨をご連絡
ください。

自社のホームページへの誘導ができ、
アクセス数のアップが望めます

申込書をご記入いた
だき、掲載内容を
確認いたします。

バナー広告の掲載
確定後、請求書
（E-invoice）を
お送りします。

宣伝効果メリット

1

年間申込時には月々SGD165（GST別）
と非常に安価（B12P11利用時）
※1月当たりSGD180（GST別）で
　1か月単位での利用も可

費用対効果メリット

2

SEOの効果メリット

3

ダイレクトに情報発信しませんか？

WEBバナー広告

大募集　

バナーの規格：PNG・GIF　サイズ：360 x 116px

会員の皆様の事業・商品PR情報を掲載！

B12P11とは？
（Buy 12 months & Pay 11 months）

年間契約で1か月分無料！

お得な
特典

B12
P11
キャンペーン
実施中

自社の検索ランキングを
上位にあげることができます

JCCIのホームページは、月あたり約20,000ビュー！

広告掲載エリア

JCCI事務局（担当：リンゴ）
お気軽にお問い合わせください。

info@jcci.org.sg本件担当 E-mail

シンガポール日本商工会議所

MCI（P） NO.038/01/2022
Japanese Chamber of Commerce & Industry,Singapore

Website: http://www.jcci.org.sg
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